
次期「北海道感染症予防計画」（素案）について

資料５



「感染症予防計画」に係る国の動き等
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「感染症予防計画」の見直し内容「感染症予防計画」の見直し内容

■ 新型コロナウイルス感染症に関するこれまでの取組を踏まえ、令和４年１２月に成
立した改正感染症法により、次の感染症危機に備えるため、都道府県が平時に定める
予防計画について、
①保健・医療提供体制に関する記載事項を充実するとともに、
②感染症に係る医療を提供する体制の確保その他感染症の発生を予防し、又はそのま

ん延を防止するための措置に必要なものとして厚生労働省令で定める体制の確保に
ついて数値目標を定めることとし、

③保健所設置市等は都道府県の計画を踏まえ新たに平時に予防計画を策定することと
された。（令和６年４月１日施行）

■ また、都道府県は、予防計画を定め、又はこれを変更するに当たっては、医療法第
３０条の４第１項に規定する医療計画及び新型インフルエンザ等対策特別措置法第７
条第１項に規定する都道府県行動計画との整合性の確保を図らなければならないこと
とされた。

■ 都道府県は予防計画を策定するにあたっては、国が定める基本指針に即して作成す
ることとされており、国が定める基本指針についても、令和４年１２月に成立した改
正感染症法の内容を踏まえて、記載事項を充実させることとされた。
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（予防計画）
第十条 都道府県は、基本指針に即して、感染症の予防のための施策の実施に

関する計画（以下この条及び次条第二項において「予防計画」という。）を
定めなければならない。

６ 都道府県は、予防計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、その
区域内の感染症の予防に関する施策の整合性の確保及び専門的知見の活用を
図るため、あらかじめ、次条第一項に規定する都道府県連携協議会において
協議しなければならない。

７ 都道府県は、予防計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あら
かじめ、市町村（保健所を設置する市及び特別区（以下「保健所設置市等」
という。）を除く。）の意見を聴かなければならない。

１４ 保健所設置市等は、基本指針及び当該保健所設置市等の区域を管轄する都
道府県が定める予防計画に即して、予防計画を定めなければならない。

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法）(抜粋) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法）(抜粋) 
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都道府県の「予防計画」の記載事項の充実等都道府県の「予防計画」の記載事項の充実等

（R5.4.10厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会資料）

平時からの備えを確実に推進するため､都道府県の 「予防計画」の記載事項を充実 。記載事項を追加するとともに､ 病床・外来・医療

人材・後方支援・検査能力等の確保について数値目標を明記。
（新たに保健所設置市・特別区にも予防計画の策定を義務付け。ただし､記載事項は★義務と☆任意を付した部分に限る｡)

（注１）予防計画の記載事項として、体制整備のための目標を追加。上記は、現時点で想定している数値目標の例。具体的には、国の基本指針等に基づき、
各都道府県において設定。対象となる感染症は、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症、新感染症。計画期間は６年。

（注２）都道府県等は、予防計画の策定にあたって、医療計画や新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく行動計画との整合性を確保。

現行の予防計画の
記載事項

予防計画に追加する記載事項 体制整備の数値目標の例（注１）

１ 感染症の発生の予防・まん延の防止のための施策★

２ 医療提供体制の確保

・協定締結医療機関（入院）の確保病床数
・協定締結医療機関（発熱外来）の医療機関数
・協定締結医療機関（医療人材）の確保数
・協定締結医療機関（後方支援）の医療機関数
・協定締結医療機関（自宅療養者等への医療の提
供)の医療機関数

・協定締結医療機関（ＰＰＥ）の備蓄数量

①情報収集、調査研究☆

②検査の実施体制・検査能力 の向上★
・検査の実施件数 （実施能力）★
・検査設備の整備数★

③感染症の患者の移送体制の確保★

④宿泊施設の確保☆ ・協定締結宿泊療養施設の確保居室数 ☆

⑤宿泊療養・自宅療養体制の確保（医療に関する事項
を除く）★

・協定締結医療機関（自宅療養者等への医療の提
供）の医療機関数 （再掲）

⑥都道府県知事の指示権限･総合調整権限の発動要件

⑦人材の養成・資質の向上★ ・医療従事者や保健所職員等の研修・訓練回数★

⑧保健所の体制整備★

３ 緊急時の感染症の発生の予防・まん
延の防止、医療提供のための施策★

※緊急時における検査の実
施のための施策を追加。★
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区 分 区 域 基準病床数 指定医療機関 指定病床数

第一種 北海道 ２ 市立札幌病院 ２

第二種

南渡島 6 市立函館病院 6

南檜山 4 北海道立江差病院 4

北渡島檜山 4 八雲総合病院 4

札幌 10 市立札幌病院 6

後志 4
小樽市立病院 2

倶知安厚生病院 2

南空知 4 岩見沢市立総合病院 4

中空知 4 砂川市立病院 4

北空知 4 深川市立病院 4

西胆振 4 市立室蘭総合病院 4

東胆振 4 苫小牧市立病院 4

日高 4 浦河赤十字病院 4

上川中部 6 市立旭川病院 6

上川北部 4 名寄市立総合病院 4

富良野 4 北海道社会事業協会富良野病院 4

留萌 4 留萌市立病院 4

宗谷 4 市立稚内病院 4

北網 4
北見赤十字病院 2

網走厚生病院 2

遠紋 4
広域紋別病院 2

遠軽厚生病院 2

十勝 6 帯広厚生病院 6

釧路 4 市立釧路総合病院 4

根室 4 市立根室病院 4

基準病床数 (第二種) 計 96 指定病床数 (第二種) 計 92

区 分 区 域 基準病床数 指定医療機関 指定病床数

結核病床
（第二種感
染症指定医
療機関）

北海道 46

市立函館病院 10

国立病院機構函館病院 0

国立病院機構北海道医療センター 21

JCHO北海道病院 46

小樽市立病院 4

砂川市立病院 6

市立室蘭総合病院 24

国立病院機構旭川医療センター 20

市立釧路総合病院 10

指定病床数 計 141

 第一種感染症指定医療機関

 一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当させる医療
機関と知事が指定した病院

 配置基準は、都道府県に1カ所 2床

 第二種感染症指定医療機関

 二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機関として都
道府県知事が指定した病院

 原則、二次医療圏ごとに1カ所
 人口に応じ病床数を指定
 (人口30万人未満:4床、30万人以上100万人未満:6床、 100万人以上300万人未満:10床)

 結核病床

 都道府県ごとに適正な基準病床を算定

 結核指定医療機関

 結核患者に対する適正な医療を担当させる医療機関として都道府県知事が指定した病院若
しくは診療所又は薬局
➡結核患者の通院医療（適正医療）を担当

感染症指定医療機関指定状況（北海道）感染症指定医療機関指定状況（北海道）

94合 計98合 計 5



次期「北海道感染症予防計画」(素案)
の概要について
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【計画期間】
５年間

【計画期間】
６年間

【計画期間】
６年間

【計画期間】
１０年間

【計画期間】
６年間

【計画期間】
６年間

【計画期間の設定なし】

【計画期間】
５年間

※ 国は、内閣感染症危機管理統括庁を
設置した後に、新型インフル等対策政府
行動計画を改定する予定
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感染症予防計画等の計画期間感染症予防計画等の計画期間



【現行計画（H30～R5年度）について】

・平成20年の前計画策定から10年が経
過し、新型インフルエンザ等対策特別措
置法が制定されたことをはじめ、感染症
に関する法制度等が大きく変化している
ことを踏まえ策定。

・平成28年の感染症法や国の基本指針、
「特定感染症予防指針」（インフルエ
ンザ(H11.12)、性感染症(H12.2)、結核
(H19.3)、麻しん(H19.12)、後天性免疫不
全症候群(H24.1)、風しん(H26.3)、蚊媒
介感染症(H27.4）に基づく感染症のほか、
本道の地域特性を踏まえ、エキノコック
ス症についても規定。

8

北海道感染症予防計画（第５版） 【現行計画】北海道感染症予防計画（第５版） 【現行計画】



北海道感染症対策連携協議会

北海道新興・再興感
染症等対策専門会議

北海道新興・再興感
染症等対策専門会議
医療体制専門部会

北海道感染症危機管理対策協議会を改組

北海道新型コロナウイルス感染症対策
専門会議を改組

多様な医療関係団体等から意見を聴取
し、具体的な議論を進めるため、 Ｒ５年
度新設（Ｒ５年度限り）
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次期「北海道感染症予防計画」策定に向けた検討体制について次期「北海道感染症予防計画」策定に向けた検討体制について


